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ベネズエラ経済（２０１２年９月）

１ 経済概要

（１）政府の各種政策・統計

●１日付官報によれば，最低賃金が現行の１，７４８．４５ボリバルから１５％増となる２，０４

７．４８ボリバル（昨年比３２．２５％増）となった。

●４日，ベネズエラ中央銀行（ＢＣＶ）は，８月のインフレ率が７月の１．０％を０．１％上回る

１．１％となった旨発表した。

●４日，ベネズエラ・ポルトガルの両政府は，住宅，エネルギー及び科学技術分野で１４の協定に

合意した。

●世界経済フォーラムが実施，発表した２０１２－２０１３国際競争力レポートで，ベネズエラは，

１４４か国中１２６位で，世界で最も競争力の低い国の一つとなった。

●国連食糧農業機関（ＦＡＯ）は，当国の７月の食糧インフレ率がラ米地域における平均インフレ

率である８．９％を大きく上回り同地域において最大となる２１．７％であった旨発表した。

●スイスのＵＢＳ社による世界７２都市を調査対象とした世界都市別物価ランキングにおいて，カ

ラカスが調査対象中９位，ラ米では１位となった。

●１８日，カナダのシンクタンクであるＦＲＡＳＥＲ ＩＮＳＴＩＴＵＴＥが発表した２０１２年

世界経済自由度ランキングにおいて，当国が調査対象国１４４カ国中最下位となった。

（２）政府予算・財政

●年初からの２０１２年国家予算の補正予算額が，当初予算額である２，９７８億ボリバルの３６％

にあたる１，０８２億ボリバルとなり，現時点での今年の政府予算額が４，０６０億ボリバルと

なった。

（３）石油・天然ガス産業

●米エネルギー省によると，２０１２年上半期の米国向け石油輸出量は，前年同期比１８％減どな

る日量８２万１，０００バレルであった。

●８日，ニカラグアのエドゥイン・カストロ・サンディスタ民族解放戦線（ＦＳＬＮ）院内総務は，

ＰＤＶＳＡが５１％，ニカラグアが４９％の出資により６６億ドルを投じて，製油所及び太平洋

と大西洋を結ぶパイプラインを整備する事業を行う旨発表した。

●１９日，当国カラボボ州のエル・パリート製油所のナフサ貯蔵タンク２基において，落雷に起因す

ると思われる火災が発生した。

●２１日，ベネズエラ石油公社（ＰＤＶＳＡ）と中国の投資会社であるＣＩＴＩＣが，鉱業・エネ

ルギー及びインフラ整備に関し新たな契約を締結した。

●国際商工会議所（ＩＣＣ）は，米コノコ・フィリップスが減産による逸失利益に対する賠償を求

めＰＤＶＳＡをＩＣＣに提訴していた件に関し，６，６８０万ドルの賠償金支払いをＰＤＶＳＡ

に命じた。

●２７日，外務省はＰＤＶＳＡとロシア国営石油企業のロスネフチ公社がオリノコ・ベルト地帯に

おける合弁会社２社の設立合意を含む合計８つの合意を結んだ旨を発表した。またＰＤＶＳＡは，

ＰＤＶＳＡと露コンソーシアムが出資する合弁会社及びＰＤＶＳＡとペトロベトナムが出資する
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合弁会社による，早期原油生産が開始された旨発表した。

●２５日，ＰＤＶＳＡは，インドのリライアンス社がオリノコ・ベルト地帯の２つの鉱区へ参入す

る旨及びＰＤＶＳＡが，１５年間に日量３０万～４０万バレルのベネズエラ産重質原油をインド

向けに供給する旨発表した。

●ベネズエラ中央銀行（ＢＣＶ）によると，今年８月２４日時点におけるＢＣＶからＰＤＶＳＡに

対する財政支援は，昨年同時期の５５７億ボリバルから１０５％増となる，１，１４０億８，０

００万ボリバルであった。

●米エネルギー省によると，当国の７月の対米石油輸出量は，昨年同期の日量９５万４，０００バレ

ルに比し９．６％増となる日量１０４万バレルであった。なお，対米石油輸出量は，昨年６月から

日量１００万バレルに達していなかった。

（４）その他産業

●ベネズエラ自動車協会（ＣＡＶＥＮＥＺ）によると，今年１月から８月の製造台数は前年同期の

６万９，６２８台に比し８．３４％増となる７万５，９３８台であった。

●ロドリゲス・ベネズエラ小売店協会（ＡＮＳＡ）会長は，協会主催のフォーラムにおいて，今年

上半期のスーパー等小売店の売り上げが昨年比１２％減少したと述べた。

（５）外貨発給状況

●外貨管理委員会（ＣＡＤＩＶＩ）によると，２０１２年１月から８月のＣＡＤＩＶＩによる外貨

発給承認額は前年同期比４．４％増となる２０８億２，１００万ドルとなった。

●ＢＣＶによると，２４日時点における外貨準備高が直近５年間で最も低い水準である２４６億１，

７００万ドルまで減少している一方，本年の国家予算額が当初予算額の２，９７８億ボリバルか

ら３６％増加し，４，０７０億ボリバルになった。

２ 経済の主な動き

（１）政府の各種政策・統計

ア 最低賃金の引き上げ

１日付官報によれば，最低賃金が現行の１，７４８．４５ボリバルから１５％増となる２，０４

７．４８ボリバル（昨年比３２．２５％増）となった。

（１日付 官報）

イ ８月のインフレ率

４日，ベネズエラ中央銀行（ＢＣＶ）は８月のインフレ率が７月の１．０％を０．１％上回る１．

１％となった旨発表した。また，２０１１年８月からの１年間の累積インフレ率は１８．６％となっ

た。

なお，今年１月から８月までの累積インフレ率は９．８％となったが，これは２００８年以降の

同時期との比較で最も低い値となった。

分野別で平均を上回ったのは，アルコール・たばこ（４．９％），娯楽・文化（２．７％），運

輸（１．７％），レストラン・ホテル（１．３％），保健（１．２％），平均を下回ったのは，そ

の他サービス（１．０％），衣服・靴（０．８％），教育（０．８％），住宅賃貸（０．７％），
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家庭用品（０．５％），食品・非アルコール飲料（０．５％），通信（０．４％）であった。

（４日付 ベネズエラ中央銀行ホームページ）

ウ ポルトガル民間銀行による住宅建設事業への１億ドルの融資

４日，ベネズエラ・ポルトガルの両政府は，住宅，エネルギー及び科学技術分野で１４の協定に

合意した。また，当国のマドゥーロ外務大臣とポルタス・ポルトガル通商大臣は，ポルトガルのエ

スピリトサント銀行が，２０１３年までに１２，５００戸の住宅建設が見込まれている中産階級向

け住宅建設に対し，１億ドルを融資する旨発表した。

他方，当国政府とポルトガルの代表団は，ポルトガルが建設している住宅を視察すると共に，ミ

ランダ州クアにおける，プレハブ住宅用ユニット工場の開所式を行った。

他方，住宅ミッション責任者でもあるラミーレス石油鉱業大臣は，国営放送ＶＴＶで，外国との

協定により建設分野における工業化が支援されると共に，同分野における費用削減に寄与すると述

べると共に，現在国内においてポルトガルのプレハブ資材工場に加え，ロシア，コロンビア，スペ

インによるコンクリートパネルやポリエチレン建設資材の工場が建設中であると述べた。

また，マドゥーロ外務大臣は，エネルギー分野，電力分野及びコンピュータの技術移転に関し両

国は合意したと述べると共に，近日中にコンピュータの組立工場を開所する旨発表した。

（９日付 エル・ウニベルサル紙）

エ 世界経済フォーラムによる国際競争力ランキング

世界経済フォーラムが実施，発表した２０１２－２０１３国際競争力レポートで，ベネズエラは，

１４４か国中１２６位で，世界で最も競争力の低い国の一つとなった。

当国は，昨年の調査結果と比較し順位を２つ下げ，ラ米で最も低い順位となった。

この調査は，インフラ，医療，基礎教育，マクロ経済，金融市場の発展性等の項目で経済の競争力

を評価しており，ベネズエラに関し同フォーラムは，公共機関の機能性で最下位となった他，国の

政策，司法の独立性について企業の信頼は非常に低い旨指摘すると共に，当国のマクロ経済管理の

脆弱性や，国家財政において赤字が国内総生産の５％を越えている状況が高いインフレに反映され

ているとしている。

加えて同フォーラムは，当国の貧しいインフラが，競争力改善の妨げとなっているとし，この項

目でベネズエラは，１４４国中１３５位となっていると指摘した。また，少ない国内競争，新規事

業開始時の過剰に煩雑な手続きや高い関税，外国直接投資を妨げる規則等が，経済競争力をつける

機会を失う要因と分析している。

なお，今般のランキングにおける上位５カ国は，スイス，シンガポール，フィンランド，スウェー

デン，オランダであった。またラ米では，最上位がチリの３３位，次いでパナマ４０位，ブラジル

４８位，メキシコ５３位，コスタリカ５７位であった。

（６日付 エル・ウニベルサル紙）

オ 食糧自給率の減少

エル・ナシオナル紙が主催した食糧に関するフォーラムにおいて，同分野における専門家のロド

リゲス・アグド氏は，チャベス政権が発足した１９９９年と現在の食糧自給率を比較した。

同氏は，当国は１９９９年に輸出または自給していた食糧であっても現在では輸入に依存してお

り，加えて１９９９年に輸入していた食糧は，輸入依存度が高まっていると指摘している。

同氏の調査によると，品目毎の消費に占める輸入依存度は，コーヒー（９９年では輸出，現在の

輸入依存度は５０％，主な輸入元はブラジル，ニカラグア，エルサルバドル），米（同輸出，同依

存度２７％，同ガイアナ，米国，エクアドル），魚（同輸出，同依存度は不明だが一人当たり消費

量は半減），牛肉（９９年では自給，同依存度５３％，同ブラジル），白トウモロコシ（同自給，
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同依存度３０％），野菜及び果物（同自給，同１５％），牛乳（９９年では輸入依存度３０％，現

在の輸入依存度４５％），鶏肉・豚肉（同４０％，同８３％），砂糖（同４２％，同６５％），油

脂（同６０％，同８２％）となっている。

アグド氏は，食糧及び農作物の輸入関税率をアンデス共同体（１６．６％）とメルコスール（１

０％）とで比較し，メルコスールへの加盟は国内農業の更なる衰退に繋がる旨警告すると共に，同

分野における影響を和らげるために，関税率適用猶予期間を，他の分野に適用される４～６年より

も長い，７～８年とすべくメルコスールに申請する旨提案した。

他方カミノ元ベネズエラ農業連盟会長は，当国の農業分野の不振の要因を，政府による政治的な

農地の接収，所有権及び人権の不安定性，（生産者にとって不利で，投資のインセンティブが生じ

ない）硬直した統制価格にあると述べると共に，この３年間で食糧生産は２２％減少したと述べた。

また，食糧生産業界が必要な原材料の４０％の輸入を政府が管理しているとし，健全さを欠いて

いると指摘した。

加えて同元会長は，農業生産の回復には国内生産を優遇する政策が必要であるとし，中小生産者

の支援プログラムの実施や，農村部における再貧困農家への補助金支給，雇用対策，交通網や生活

サービスの改善といった総合的な開発プログラムの策定が必要である旨述べた。

（１３日付 エル・ナシオナル紙）

カ ＦＡＯによる食糧インフレ率の発表

国連食糧農業機関（ＦＡＯ）のまとめによる７月の食糧インフレ率において，当国はラ米地域に

おける平均インフレ率である８．９％を大きく上回り，同地域において国別で最大となる２１．７％

であった。

他方，直近３ヶ月におけるインフレ率を比較すると，当国が２．７％であったのに対しラ米地域

の平均は２．２％となっており格差は減少傾向にある。

ベネズエラ中央銀行（ＢＣＶ）は，当国において食糧価格のインフレ率が減速している要因は，

食糧の国内生産量と供給量の増加にあるとしているが，大統領選挙を控え，食糧統制価格が据え置

かれている点や，この２年間為替レートが１ドル＝４．３ボリバルに固定されることで，食糧供給

の不足が多量の食糧品輸入により補完されている点に留意しなければならない。

実際，今年上半期の外貨管理委員会（ＣＡＤＩＶＩ）による食糧分野向けの外貨発給承認額は昨

年同期比５０％増となる３２億５，４００万ドルであった。

（１４日付 エル・ウニベルサル紙）

キ ＵＢＳ社による世界都市別物価ランキング

スイスのＵＢＳ社による世界７２都市を調査対象とした世界都市別物価ランキングにおいて，カ

ラカスが調査対象中９位，ラ米では１位となった。

ラ米地域では，カラカス以外ではサンパウロが４４位，リオデジャネイロが４５位，ブエノスア

イレスが５１位，ボコタが５９位，サンチアゴ６０位，メキシコシティーが６３位，リマが６５位

であった。

調査では１２２種類の財及びサービスの価格を対象にすると共に，生活コストの計算には対象１
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５分野において，財及びサービスの取得に必要な労働時間を算出した。

例えば，マクドナルドのビックマックの購入に必要な労働時間は，ブエノスアイレス及びリオデ

ジャネイロでは４５分であるのに対し，カラカスでは８１分間を必要とする。

また，ｉＰｈｏｎｅの購入に必要な労働時間は，ボコタで１４２時間，ブエノスアイレスで１８

７時間であるのに対し，カラカスは２７１時間を必要とする。

（１６日付 エル・ウニベルサル紙）

ク ２０１２年世界経済自由度ランキング

１８日，カナダのシンクタンクであるＦＲＡＳＥＲ ＩＮＳＴＩＴＵＴＥが発表した２０１２年

世界経済自由度ランキングにおいて，当国は調査対象国１４４カ国中最下位となった。右調査では，

政府の規模，法制度，所有権，安定的な通貨へのアクセス，国際的な交易の自由度等の４２項目に

より調査対象国がランク付けされ，世界平均は１０ポイント中６．８３ポイントであったのに対し，

ベネズエラは４．０７ポイントに留まった。

なお，１位は香港，２位はシンガポールで，南米で最も上位だったのはチリの１０位であった。

その他，米国は１８位，中国は１０７位であった。

同調査における過去のベネズエラの評価は，１９８０年が調査対象国中１４位，１９９０年が同５

６位，２０００年が同９３位，２００５年が１３６位，２０１０年が１３８位，２０１１年が１３

９位であり，徐々に評価が下がってきている。

例えば，２０フィートのコンテナを輸出する場合，当国においてかかる日数は４９日，同コスト

は２，５９０ドルであるが，これは他のラ米諸国と比し５０％多い。また，事業を開始するために

必要な日数は，当国では１４１日であるが，これはラ米中最長である。

（１９日付 エル・ウニベルサル紙，エル・ナシオナル紙）

ケ 住宅建設戸数

２３日，ラミーレス石油鉱業大臣は，スクレ州で行われた住宅供与式において，今年の住宅建設

戸数は当初目標の２０万戸の５３％にあたる１０万６，０４９戸になった旨発表した。

なお，目標達成には年末までに残り９万３，９００戸の建設が必要であることを意味するが，目

標達成には開発スピードを上げる努力が必要となる。

（２４日付 エル・ウニベルサル紙）

（２）政府予算・財政

ア ２０１２年国家予算の補正予算額

年初からの２０１２年国家予算の補正予算額が，当初予算額である２，９７８億ボリバルの３６％

にあたる１，０８２億ボリバルとなり，現時点での本年の政府予算額が４，０６０億ボリバルとなっ

た。なお，右額は昨年の国家収入である３，７３０億ボリバルを１０％上回っている。

他方，年初から７月までの公的金融機関による国債の引受額が，昨年同期比５３％増となる６２

３億４，７００万ボリバルに達している。

米アメリカ銀行は，インフレ率等を考慮しても，同引受額が昨年比で２９．５％増である旨指摘

すると共に，支出の大部分が，ベネズエラで選挙がある際にこれまでも実施されてきたように，給
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与の支払いや公的企業への資金移転に向けられていると指摘している。

（１９日付 当地各紙）

（３）石油・天然ガス産業

ア ２０１２年上半期の米国向け石油輸出

米エネルギー省によると，２０１２年上半期の米国向け石油輸出量は，前年同期比１８％減とな

る日量８２万１，０００バレルであった。原油のみでは同１８％減となる日量８１万９，０００バ

レル，石油製品のみでは，同年１月～５月で昨年同期比８１％減となる日量１万５，０００バレル

であった。

また，２０１２年上半期の当国による米国からの石油輸入量は，同省が統計を公表し始めてから

最も多い，日量１０万３，０００バレルとなった。このうちの４２％にあたる日量４万４，０００

バレルがナフサ，２３％がガソリン添加用のＭＴＢＥ，１４％にあたる日量１４，０００バレルが

ガソリンであった。

他方，ラミーレス石油鉱業大臣は，ガソリンを購入する理由をスワップ取引のためであるとし，

国内で消費されるガソリンはすべて国産であると述べている。

（１日付 エル・ナシオナル紙，９日付 エル・ウニベルサル紙）

イ ＰＤＶＳＡによるニカラグアにおける製油所建設

８日，ニカラグアのエドゥイン・カストロ・サンディスタ民族解放戦線（ＦＳＬＮ）院内総務は，

ＰＤＶＳＡが５１％，ニカラグアが４９％の出資により６６億ドルを投じて，製油所及び太平洋と

大西洋を結ぶパイプラインを整備する事業を行う旨発表した。

カストロ院内総務は，同事業によりニカラグア及び中米地域の石油需要を満たせると述べた。

（９日付 エル・ウニベルサル紙）

ウ エル・パリート製油所における火災発生

１９日，ラミーレス石油鉱業大臣は，国営テレビにおいて，カラボボ州のエル・パリート製油所

のナフサ貯蔵タンク２基において，落雷に起因すると思われる火災が発生した旨発表した。

２０日，アスドゥルバル・チャベスＰＤＶＳＡ副総裁は，火災が発生した２基のナフサ貯蔵タン

クのうち１基が鎮火したと述べると共に，残る１基の消火も時間の問題であるとし，２０日午後に

は鎮火する見込みであると述べた。加えて同副総裁は，現在同製油所では通常通りの日量１３万５，

０００バレル程度の生産量で操業していると述べると共に，当国のガソリン在庫は１０日から１２

日分あると述べ，ガソリンの供給に影響は無い旨強調した。

他方，エル・ウニベルサル紙は，今年１月からこれまでに，当国の製油所における事故件数が３

０件以上に達していると報じている。

（２０日付 当地各紙）

エ ＰＤＶＳＡとＣＩＴＩＣによる鉱業等分野における契約締結

２１日，大統領府において，チャベス大統領及びラミーレス石油鉱業大臣，モリナ住宅大臣，及

びＣＩＴＩＣのＨＯＮＧ ＢＯ社長他中国代表団が臨席の下，ＰＤＶＳＡと中国の投資会社である

ＣＩＴＩＣが，鉱業・エネルギー及びインフラ整備に関し新たな契約を締結した。

新たに締結した契約には，ＰＤＶＳＡとＣＩＴＩＣとが合同で，当国の鉱物資源地図を作成する
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旨が盛り込まれ，右計画では今後５年間に渡る鉱物資源の探鉱及び資源量の調査・認定作業の実施

や，同事業を監督するための４００人のベネズエラ人技術者の雇用が見込まれる。また，両社はＬ

ＡＳ ＣＲＩＳＴＩＮＡＳ金鉱山の共同開発にも合意した。

加えて両社は，オリノコ・ベルト地帯フニン鉱区におけるＣＩＴＩＣによる，基礎産業活性化を

目的としたコンビナートの建設，千戸の住宅建設を含むインフラ整備事業の実施に合意した。なお，

ＣＩＴＩＣは政府による住宅ミッションの枠組みに基づき，アンソアテギ州，カラカス首都区，ミ

ランダ州，アラグア州及びバリーナス州における２４，０００戸の住宅建設を請け負っているが，

今般，建設戸数を３３，０００戸に引き上げた。

なお，オリノコ・ベルト地帯において重質油の生産を行っている合弁会社で，ＰＤＶＳＡが７０％，

米ＣＨＥＶＲＯＮが３０％の株式を保有するＰＥＴＲＯＰＩＡＲの，ＣＩＴＩＣへの株式売却に関

し，今般ＣＩＴＩＣの代表団はＰＥＴＲＯＰＩＡＲの視察を実施している。

（２２日付 当地各紙）

オ 国際商工会議所によるＰＤＶＳＡへの判決

以前当地にて原油生産事業（ＰＥＴＲＯＺＵＡＴＡ）を運営し，２００６年１１月から２００７

年５月の間にＯＰＥＣが決定した原油の減産決定より減産に応じた米コノコ・フィリップスが，右

減産による逸失利益に対する賠償を求めＰＤＶＳＡを国際商工会議所（ＩＣＣ）に対し訴えていた

件に関し，ＩＣＣがＰＤＶＳＡに対し，６，６８０万ドルの支払いを命じた旨報じた。

なお，コノコ・フィリップスは本件訴訟とは別に，当国政府に国有化されたＰＥＴＲＯＺＵＡＴ

Ａ事業の国有化にかかる補償金の支払いを求め，投資紛争解決国際センター（ＩＣＳＩＤ）に対し

ＰＤＶＳＡを訴えているが，同社スポークスマンは，今般のＩＣＣによる判決は，ＩＣＳＩＤに対

し訴えている案件に何ら影響しない旨述べた。（注）。

（注）２００７年１２月，コノコ・フィリップスは国有化の補償金として３１０億ドルの支払いを

求め，当国政府をＩＣＳＩＤへ提訴した。現在係争中。

（２２日付 当地各紙）

カ ロシアによる新たな石油権益取得

２７日，大統領府において，チャベス大統領及びラミーレス石油鉱業大臣は，露のセーチン・ロ

スネフチ社長と会談を行うと共に，オリノコ・ベルト地帯カラボボ北第２鉱区及び同西第４鉱区の

探鉱・開発を目的としたＰＤＶＳＡロスネフチの合弁会社設立（会社名はペトロ・ビクトリア），

ロスネフチへのウルマコ第１ガス田開発ライセンス供与，カラボボ第２鉱区開発にかかるベネズエ

ラ石油会社（ＣＶＰ）への１５億ドルの貸し付け，ロスネフチとＣＶＰのインフラ整備を目的とし

た合弁会社設立，石油コークスを燃料とする出力８００メガワットの火力発電所の建設等，８つの

合意に署名を行った。なお，カラボボ北第２鉱区は日量４５万バレルの重質油の生産が見込まれる。

２７日，ラミーレス石油鉱業大臣及びセーチン・ロスネフチ社長が臨席の下，ペトロミランダの

出油式が催された。右式においてラミーレス大臣は，早期生産期間における生産量に関し日量１万

６，０００バレルから２万バレル，来年の９月には日量４万５，０００バレルの重質油が生産され

る述べると共に，総投資額は１９０億から２００億ドルに達すると述べた。また，重質油の改質は

ペトロセデーニョの改質プラントを使用するとし，当面は中国製タンクローリーで油田から同改質



8

プラントへ運搬を行う一方，今後１年間で１３０キロに渡る輸送用パイプラインを建設する旨述べ

た。なお，同油田は２０１６年までに日量４５万バレルの生産量に達する目標である。

２７日，ペトロミランダの出油と平行し，ＰＤＶＳＡ代表者並びにペトロベトナム及びベトナム

大使館の代表者が臨席の下，ペトロマカレオにおいても出油式が催された。

なお同油田は２５年間で日量２０万バレルを生産する目標である。

（２７日付 外務省及びＰＤＶＳＡホームページ，２８日付 当地各紙）

キ ＰＤＶＳＡと印リライアンス社との契約締結

２５日，ラミーレス石油鉱業大臣は，ＰＤＶＳＡがインドのリライアンス社と，リライアンス社

がオリノコ・ベルト地帯アヤクチョ第４鉱区及びボジャカ第４鉱区へ参入する旨の覚書を締結した

旨発表した。

また同大臣は，日量１５０万バレルの精製能力を有する製油所の建設及び運営実績を有するリラ

イアンス社から技術支援を受けられる旨強調した。

加えて同大臣は，ＰＤＶＳＡはリライアンス社と１５年間の契約期間で，最低で日量３０万バレ

ル，最高で同４０万バレルのベネズエラ産重質原油供給契約に締結した旨発表した。同大臣による

と，現在ベネズエラは日量４２０万バレルの原油を消費するインドに対し，日量２７万バレルのベ

ネズエラ産原油を輸出しており，アジア向けのベネズエラ産原油輸出量は，日本向け及び中国向け

と併せ，日量８２万バレルに達している旨述べた。

（２５日付 ＰＤＶＳＡホームページ，２６日付 当地各紙）

ク ＢＣＶからＰＤＶＳＡに対する財政支援額

ＢＣＶによると，今年８月２４日時点におけるＢＣＶからＰＤＶＳＡに対する財政支援は，昨年

同時期の５５７億ボリバルから１０５％増となる，１，１４０億８，０００万ボリバルであった。

ＰＤＶＳＡは，石油関連中核事業（探査，生産，精製，販売）以外に，住宅建設，複数の社会貢

献事業，鉱物資源ベルトにおける開発，グアジャナ地域における基礎産業への新規投資実施，労働

者に対する未払賃金等，多くの資金を必要とし，ＰＤＶＳＡは５年前（２００７年）から調達を開

始したが，ＢＣＶからＰＤＶＳＡへの財政支援は，２０１０年上半期にＰＤＶＳＡが国庫へ発行し

た資金手形をＢＣＶが購入した際から開始し，ＰＤＶＳＡは２０１０年後半から２０１２年前半の

間，ＢＣＶを引き受け先として５回社債を発行した。

今週ＪＰモルガン証券は，ＰＤＶＳＡが住宅ミッションの資金として今年末までにＢＣＶを引き

受け先として，３０億ドルの社債を発行する可能性に言及した。

ラミーレス石油鉱業大臣は，１ヶ月前「（ＰＤＶＳＡの）毎年の投資計画は１１０億ドルで，自ら

のキャッシュフローでこれだけの規模の投資を行う企業はない。国内外の金融機関からの資金調達

を検討している。」と述べ，ＢＣＶへの財政支援を正当化した。

なお，ＰＤＶＳＡはＢＣＶのみならず貸付の申請や保証書により，国庫，経済社会開発銀行（Ｂ

ＡＮＤＥＳ），国営ベネズエラ銀行，国営テソロ銀行からも財政支援を受けている。

ＰＤＶＳＡによると，公的金融機関からの借入れは今年１月から３月の間だけで，２５０億ドル

に達している。

（２７日付 エル・ウニベルサル紙）

ケ ７月の対米石油輸出量

米エネルギー省によると，当国の７月の対米石油輸出量は，昨年同期の日量９５万４，０００バ

レルに比し９．６％増となる日量１０４万バレルであった。なお，対米石油輸出量は，昨年６月か

ら日量１００万バレルに達していなかった。
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他方，年初からの平均は，昨年同期の日量１０２万バレルから１２．３％減となる日量８９万５，

０００バレルであった。

なお対米石油輸出量のうち，石油製品輸出量は昨年同期の日量７万７，０００バレルに比し３９％

減となる日量４万７，０００バレルであった。

米国は日量約２４０万バレルに達する当国の原油輸出先として第１位を維持しているが，ＰＤＶ

ＳＡは中国及びインドに対し，今後１５年間に渡り日量４０万バレルの原油を輸出する旨合意して

おり，対米石油輸出量は，市場多様化政策に基づき減少している。

（２９日付 エル・ウニベルサル紙）

（４）その他産業

ア ２０１２年１月～８月の自動車組み立て台数

自動車組み立て台数は回復してきているものの，２００６年から２００７年のブームからはまだ

遠い。

ベネズエラ自動車協会（ＣＡＶＥＮＥＺ）によると，今年１月から８月の製造台数は前年同期の

６万９，６２８台に比し８．３４％増となる７万５，９３８台であった。

６月及び７月に製造台数が多かったものの，８月の自動車製造台数は昨年同期の９，７１６台に

比し２．５９％減となる９，４６４台であった。

他方，国内自動車部品メーカーは，自動車組み立て台数の停滞だけでなく，輸出の減少にも直面

している。今年の輸出高は，１，０００万ドル未満となる見込みで，２００４年の２億６２００万

ドルから９６％減少する。

ベネズエラ自動車部品製造者協会（ＦＡＶＥＮＰＡ）のエルナンデス会長は，為替管理のため国

内産品は外国市場で価格が高すぎると述べると共に，輸出市場は，事実上消滅したと述べた。

また，国内の自動車部品メーカーは，アルゼンチン，ブラジル産業に対応できる競争力がなく，

メルコスールへの加盟は更なる打撃であると述べた。

（５日付 エル・ウニベルサル紙，１０日付 ウルティマス・ノティシアス紙）

イ 今年上半期のスーパー等小売店売上高の減少

ロドリゲス・小売店協会（ＡＮＳＡ）会長は，協会主催のフォーラムにおいて，今年上半期のスー

パー等小売店の売り上げが昨年比１２％減少したと述べた。

理由として，上半期は品不足も供給不足もなく，消費者がスーパーへ出向く回数が減少したため

とした。訪問回数は，通常は平均で１週間あたり２．６回だが，今年上半期は２．１回に減少し，

総売り上げに反映された。

ロドリゲス氏は，今般の値下げ（１月から実施された公正コスト価格法の施行による，衛生・日

用品１９品目の値下げ）で衛生用品の売上は増えると予想していたが変化はなかったと述べるとと

もに，間近に大統領選挙を控えつつも，売り上げは急増しなかったと述べた。

他方参加企業の中には，７月から９月にかけ売上が増えた企業もあり，大統領選挙前はかなり期

待できるとした。ロドリゲス会長によると，新規店舗数は継続して増加しており，今年は２２店舗

が新規に開業し，このうち６０％がスーパーマーケット，残りがコンビニエンスストア業態の店舗

であった。

同会長は，世界的にも小規模化の方向へ進んでおり，当国でもその傾向が見られ始めたと述べる

とともに，（５月に施行された）新労働法の影響に関し，特に勤務時間の変更について対策を引き続

き検討すると述べた。

（２７日付 エル・ウニベルサル紙）

（５）外貨発給状況

ア １月から８月のＣＡＤＩＶＩによる外貨発給承認額

ＣＡＤＩＶＩによると，２０１２年１月から８月のＣＡＤＩＶＩによる外貨発給承認額は前年同
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期比４．４％増となる２０８億２，１００万ドルとなった。

内訳は，輸入向けが１６４億７００万ドル（１２１億５００万ドルが通常の決済向け，３３億６，

３００万ドルがＡＬＡＤＩ加盟国間での決済向け，９億３，８００万ドルがＳＵＣＲＥ加盟国間で

の決済向け），金融活動向けが９億４，６７０万ドル，クレジットカード決済向けが１９億７，２０

０万ドルであった。

（１５日付 エル・ウニベルサル紙）

イ 外貨準備高の減少と２０１２年国家予算の増加

国際通貨基金（ＩＭＦ）の８月の発表によると，ＢＣＶが保有する外貨準備における金塊の量は，

３．７トン減少し，３６２．０５トンとなった。

現在ＢＣＶは輸入や債務支払いのための外貨取得を目的とした金塊の売却を否定してきたが，Ｂ

ＣＶ筋の情報によると，ＢＣＶは今週中に１．８トンの金塊を売却する予定とされる。

金塊が外貨準備に占める割合は７３％に達しており，流動性のある外貨は２０億ドル程度とされ

る。

他方，２４日時点における外貨準備高は，直近５年間で最も低い水準であり，年初から１７．６％

減となる２４６億１，７００万ドルまで減少しており，ボッティ・ベネズエラ産業連盟会長は，外

貨発給の遅延により，企業の保有する在庫が減少している旨懸念を表明した。

ＩＭＦは，各国中銀の外貨準備高に占める金の割合は，米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）による

金融緩和策の決定によるドル価格の下落により，概ね増加傾向にあるとしている。

他方，昨日国会において１１億９００万ボリバル（約２．７６億ドル）の補正予算が承認され，

直近の国家予算額は当初予算額の２，９７８億ボリバル（約６９２億ドル）から１，０９０億ボリ

バル（約２５３億ドル，３６％）増となる，４，０７０億ボリバル（約９４６億ドル）となった。

なお，今年の補正予算総額である１，０９０億ボリバルの６４％にあたる７００億ボリバルが，公

務員給与，社会事業従事者向け給与及び年金支払に支出された。なお，当初予算ではこれら労務経

費及び年金支出は予算全体の３割にあたる９００億ボリバルであったところ，現在では予算全体の

４割にあたる１，６００億ボリバルに達している。

（２６日付 エル・ウニベルサル紙）


